






























































た事件の「解決」として扱われる。「犯罪統計細則」（昭和 46年、警察庁訓令 16号）2条 6項参照。）。


















わなければならない。」（規範 7条）とされ、「事案の真相を明らかにして事件を解決する」（規範 2条 1項）ことが捜査の目
標とされる。すなわち、捜査は、真実に即した処分が後の刑事手続でなされる（警察が検挙した被疑者が検察官によって
訴追され、裁判によって適切な刑が科される）ことに向けて行われる。同時に、捜査の各活動は法令を遵守し、人権を侵
































































べられている（内閣法制意見昭和 43年 5月 7日は、これを理由にして、職業安定法に基づく秘密保持義務があっても刑事訴訟法 197条
2項による照会に応ずることは妨げられないとする（前田正道編『法制意見百選』（ぎょうせい、昭和 61年）758頁以下参照））。

















































































































21 最高裁判決平成 2年 2月 20日、最高裁判所裁判集民亊 159号 161頁、裁判所ウェブサイト。
22 佐藤英彦「警察捜査の意義」河上和雄ほか編『講座　日本の警察第 2巻刑事警察』（立花書房、平成 5年）。
23 行政法学上の「警察権の限界論」が民事不介入の根拠の一つとされた。その理論的な誤りについて田村正博「警察の活動上の限界
























































































































37 片桐裕「生活安全警察は何を目指し、いかに行動すべきか～生活安全警察私論（上）（下）」警察学論集 62巻 5号、6号。


































41 事案の概要とその後の警察刷新会議での論議について、吉村博人『警察改革―治安再生に向けて―［第 3版］』（立花書房、平成 21年）
28頁以下参照。提言及び改革要綱の関係部分については、それぞれ 47頁以下及び 106頁以下参照。





































43 平成 26年度以降に捜査第一課長等の刑事部門の上級幹部の職にあった 9人を対象とした調査で、4人を対象とした座談会と 5人を対象
にした書面調査を実施している。

















































































































































































前DV）の増加が著しく警察からの通告の 46%を占める 60が、身体的虐待に限っても、平成 18年に 968人であったものが、
23年に 4484人、28年には 1万 1165人と 10倍以上になっている。
一方、虐待行為を刑事事件として検挙すること（刑事的介入）は、平成 18年の 348件が 28年は 1081件となっている。身
体的虐待に限ると、平成 18年の 250件が 28年に 866件となった。23年が 302件であり、近年の増加が著しいことが分か
る。傷害罪（傷害致死を除く。）と暴行罪についての推移を表に記載した。傷害罪の検挙は、平成 25年ころまでは概ね 100
件台であったが、26年以降急増し、28年は 25年の 2.3倍の 449件にまで増加している。暴行罪は、それ以上に変化が著し































































































心理的虐待に関しては、統計をみると平成 22年まで検挙は 1例もなかったが、平成 23年に 1件、24年に 6件、25年に









































































































「警察法の 60年―理念とプラクティスの変化」警察学論集 67巻 7号参照。
論　文 43
そのような積み重ねは、警察の捜査がどのようなものであるかを他機関に知らせ、国民・住民に対する説明責任を果た
すことにもつながるものとなる。
結　　語
警察の刑事的介入に関しては、学問的研究の蓄積がなく、警察自身においても言語化がほとんどされていない。その一
方で、近年の変化は著しく、児童虐待を含む人身安全関連事案に対しては、これまでの司法警察型捜査とは異なる個人保
護型捜査が展開されている。
本稿は、警察の刑事的介入に関する理解の基礎となるものを整理した上で、個人法益を害する事件の捜査においては、被
害者の意思、証拠状況、事件捜査価値（①刑事事件としての当罰性、②警察目的達成上の必要性、③捜査の制約要因（警
察の資源分配上の限界と被害者の受ける不利益））という面があることを示し、それぞれについて解説を行い、あわせて個
人保護型捜査における課題を試論的にではあるが提示した。
調査研究は継続中であり、また児童虐待における警察の関わりをめぐる問題は本稿で述べたものに尽きるわけではない。
例えば、適切な事情聴取と並行して行われるべき被害者に対するサポートの提供（供述に向けた勇気づけを含む。）、いわ
ゆる泣き声 110番通報を受けた警察官の行動による被通報者（虐待を行っているわけではなく、子育てに苦労している親
が大半である。）へのダメージの緩和などが、これまでの調査から課題として浮上している。
調査研究を継続するとともに、社会実装に努めていきたいと考えている。
本研究は、国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事業（社会技術研究開発）「安全な暮らしをつくる新しい公／私空間
の構築」研究開発領域による研究成果の一部である。
